
千 円 千 円

16,643,354 13,593,489
351,915 1,189,051

1,716,755 9,946,277
1,997,053 280,000

266,107 1,865,696
5,638,399 158,261

955,619 15,840
275,754 2,583
164,019 39,611
681,969 77,922

4,429,474 16,053
1,188 2,189

190
165,117

5,383
△ 5,592

5,973,830
5,976,378 5,690,000
3,047,652 500

247,851 238,634
15,196 44,696

214,848
446,401 0
13,101

114,716 19,567,319
396,762

1,598,775

32,558 3,097,006
32,270 709,316

288
39,693
39,693

2,896,167
184,616 2,347,996
165,992 137,635
16,880 2,210,360

468,642 2,210,360
1,547,500

250,000 △　44,593
213,454 △　44,593
237,518

7,560
△ 196,000 3,052,413

22,619,733 22,619,733

(注)　記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表
（2020年3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

売 掛 金 短 期 借 入 金

商 品 及 び 製 品 １ 年 以 内 長 期 借 入 金

未 着 商 品 未 払 金

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 買 掛 金

前 払 費 用

未 払 事 業 所 税

短 期 貸 付 金

未 払 消 費 税 等

未 収 入 金

未 払 費 用

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品

漁 業 仕 込 金

未 払 事 業 税

デ リ バ テ ィ ブ 債 権

貸 倒 引 当 金

立 替 金

預 り 金

未 決 算 勘 定

そ の 他

仮 払 金

固 定 資 産

固 定 負 債

機 械 装 置

特 別 修 繕 引 当 金

船 舶

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産

長 期 借 入 金

建 物

長 期 預 り 金

構 築 物

退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 金

電 話 加 入 権

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

土 地

建 設 仮 勘 定

0 ( 純 資 産 の 部 )

出 資 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 出 資 金 繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 貸 付 金

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 株 式 利 益 準 備 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸 倒 懸 念 債 権 評 価 ・ 換 算 差 額 等

保 証 金 その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 資 産



2019 年 4 月 1 日 か ら

2020 年 3 月 31 日 まで

千 円 千 円

34,074,626

31,734,558
2,340,068
1,899,055

441,012

46,296
181,178
18,924
12,000
23,265 281,663

85,635
1,234
2,000
26,616

590
4,956 121,034

601,641

790
5,599
11,574 17,964

1,610
135,364
31,355 168,329

451,276
182,568

△ 102,505 80,063
371,213

記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高

損 益 計 算 書

（ ）
科 目 金 額

雑 収 入

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料 収 入
貸 倒 引 当 金 戻 入

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

支 払 保 証 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

不 動 産 賃 貸 費 用

為 替 差 損

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

保 険 金 収 入

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損
災 害 損 失

災 害 補 償 金

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

(注)　



資本剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

709,316 39,693 72,113 2,204,670 3,025,793 △35,649 2,990,144

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立て 65,522 △65,522

剰余金の配当 △300,000 △300,000 △300,000

当期純利益 371,213 371,213 371,213
株主資本以外の項目の

当期変動額(純額） △8,943 △8,943

－ － 65,522 5,690 71,213 △8,943 62,269

709,316 39,693 137,635 2,210,360 3,097,006 △44,593 3,052,413

(注)　記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を切り捨てて表示しております。

当期変動額

株主資本等変動計算書
（2019年4月1日から　2020年3月31日まで）

株　　　主　　　資　　　本
評価・換算
差  額  等

純資産合計
資本金

利  益  剰  余  金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

当期変動額合計

当期末残高

その他利益剰余金

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰越利益剰余金

当期首残高



個 別 注 記 表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
・ その他有価証券

時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

時価のないもの 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 商　　　　 品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 製　　　　 品 売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 仕 　掛 　品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 貯　 蔵　 品 先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降取得した

建物（建物付属設備を除く）及び船舶の一部については、定額法を
採用しております。
2016年4月1日以降取得した建物付属設備及び構築物に係る
減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

② 無形固定資産
・ 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

(3)
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

③ 特別修繕引当金 船舶安全法の規定による定期検査を受けなければならない船舶の
当該定期検査を受けるための修繕に要する費用の支出に備えるた
め、将来の修繕見積額に基づき計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。
② 連結納税制度の適用 マルハニチロ㈱を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上基準



3 . 貸借対照表に関する注記
(1) 担保資産および担保付債務
担保に供している資産は次の通りであります。
建設仮勘定(第八新生丸) 千円

担保付債務は次の通りであります。
長期借入金 千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3) 有形固定資産の圧縮記帳累計額
保険差益 千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 千円

② 長期金銭債権 千円

③ 短期金銭債務 千円

④ 長期金銭債務 千円

(5) 漁業仕込金
漁撈事業における原価は、当該操業にかかる全原価を、転載までの航海日数等の比率により
按分して算出しております。漁業仕込金は、操業途中において事業年度末が到来した場合の、
次期以降の原価となる金額であります。

4 . 損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高
① 千円

② 千円

③ 営業取引以外の取引高 千円

5 . 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数 株

(2) 剰余金の配当に関する事項
配当金支払額

6 . 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、貸倒引当金、退職給付引当金及び未払賞与であります。

営 業 費 用 13,300,006
309,011

14,186,339

売 上 高 4,177,383

5,124,009

4,687,872
1,797,500
10,331,311
4,500,000

73,956

1,573,642

450,000

配当金の
総額
(千円)

1株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日決議
株式の
種類

2019年6月20日
2019年6月
19日定時
株主総会

普通株式 300,000 21.15 2019年3月31日



7 . 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、主に漁業養殖事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を親会社からの
借入金及び政府系金融機関からの制度資金より調達しております。
なお、一時的な余資または短期的な運転資金はキャッシュ・マネジメント・システムを通して、
親会社よりの借入金の返済又は調達をしております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を
目的とした先物為替予約取引を利用しております。
なお、投機的な取引は行わない方針であります。

(２) 金融商品の時価等に関する事項
2020年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

(単位：千円）

(1) 現金及び預金
(2) 売掛金
(3) 短期貸付金
(4) 未収入金
(5) 投資有価証券

その他有価証券
(6) 長期貸付金(※2）
(7) 貸倒懸念債権

貸倒引当金

(8) 買掛金
(9) 短期借入金(※3）
(10) 未払金
(11) 長期借入金(※3）
(12) デリバティブ取引(※4)

(※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(※2）長期貸付金には、1年以内長期貸付金も含めた合計額を記載しております。
(※3）長期借入金には、1年以内長期借入金も含めた合計額を記載しております。
(※4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注1）金融商品の時価の算定方法について
（１）現金及び預金（２）売掛金（３）短期貸付金並びに（４）未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（５）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（６）長期貸付金
長期貸付金の時価については、個別に計上している貸倒引当金を控除し、当該貸付金から
発生する将来キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定する方法によっております。

（７）貸倒懸念債権
貸倒懸念債権については、回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日に
おける貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって
時価としております。

（８）買掛金(９）短期借入金並びに（10）未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（11）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。

(12)デリバティブ取引
為替予約取引については、銀行よりの時価評価額によっております。

(注２）非上場株式（貸借対照表計上額46,800千円)及び関係会社株式（貸借対照表計上額165,992千円）は、
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるため、｢(5)投資有価証券｣には含めておりません。
また、関係会社出資金（貸借対照表計上額468,642千円）についても、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(5)投資有価証券」には含めておりません。

(注3）長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円）

1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

長期借入金 280,000 3,880,000 352,400 352,400 172,400

8 . 賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、千葉県袖ヶ浦市その他の地域において、賃貸用の工場設備（土地を含む）等を
有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項
当事業年度末における当該賃貸等不動産に関する貸借対照表価額506,282千円に対し、
時価は534,947千円であります。

5,383
(5,970,000)

貸借対照表計上額(※１）

351,915

137,816
1,892,500
250,000
(196,000)

4,429,474
681,969
1,716,755

54,00054,000
(1,189,051)
(9,946,277)
(1,865,696)

5,383
(5,972,628)
(1,865,696)
(9,946,277)
(1,189,051)

681,969
1,716,755
351,915

時価(※１）

-
(2,628)

-
-
-
-

1,900,041
137,816

4,429,474

932,800

7,541
-

-
-
-

差額

5年超

-



9 . 関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

被所有

直接

　

(2) 子　会　社　等

所有

直接
　

所有

直接
　

所有

直接
　

1． 取引金額に消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。
2． 取引条件及び取引条件の決定方針等

  当社商品の販売、購入については、価格その他の条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

3． 上記の子会社暁魚類㈱の貸倒懸念債権等に対し、196,000千円の貸倒引当金を計上しております。

10 . １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 円 17 銭
(2) １株当たり当期純利益金額 円 17 銭

11 . 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

子会社
暁魚類
株式会社

千葉県
袖ヶ浦
市

20,000
水産物の
加工販売

水産物の売買
資金の貸付
役員の兼任

子会社
石巻漁業
株式会社

宮城県
石巻市

50,000 漁業
水産物の売買
資材等立替
役員の兼任100%

水産物の売買
資金の貸付
役員の兼任

商品の仕入 7,256,327
短　期
貸付金

345,000

貸　　　倒
懸念債権

250,000
100%

千円

- -

USドル

漁業

(注）

千円

3,366,654 未収入金 3,352,150
75%

資金の回収 345,000

未収入金 501,216

300,000

利息の受取 40,670
長　期
貸付金

1,547,500

商品の売上
子会社

タイヨ－
ミクロネシ
アコーポ
レーション

ミクロ
ネシア
連邦

千円 千円

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内   容

議決権等
の所有

（被所有）
割合

短　期
借入金

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内   容

議決権等
の所有

（被所有）
割合

資金の借入 2,541,237

親会社

マルハ
ニチロ

株式会社
（東証一部

上場）

東京都
江東区

20,000,000
水産物の
販売及び
食品製造

資金の調達100%

債務保証 720,000

215
26

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

資材等立替 501,216

科目 期末残高

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

千円

10,046,277

利息の支払 74,185
長　期
借入金

4,500,000
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